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は じ め に

　通所介護は，利用者が可能なかぎり自宅で自
立した日常生活を送ることができるように，自
宅にこもりきりの利用者の孤立感を解消し，心
身機能の維持，さらに家族の介護負担の軽減を
目的として実施される。利用者は通所介護の施
設に通い，そこで食事や入浴などの日常生活上
の支援を受けるほか，生活機能向上のための機
能訓練や口腔機能向上サービスなども日帰りで
提供される。また，生活機能向上を目的とした
グループ活動を通じて，高齢者同士の交流も促
進される。さらに，施設では利用者の自宅から
施設までの送迎サービスも行われており，利用
者が安心して通所できる環境が整えられてい
る1）。
　通所介護を含む介護サービスの利用者数は，
2000年に 149万人であったのに対し，2019年に
は 487万人と約 3.3倍に増加しており，高齢者
の介護になくてはならないものになってい
る2）。さらに，将来的には，要介護（要支援）認
定者数は2040年には988万人となると推計され

ている3）。このような背景のなかで，在宅介護
の重要性がますます高まっており，とくに通所
介護の役割は非常に大きい。しかしながら，そ
の重要性にもかかわらず，経営状況は厳しく，
2022年度の通所介護の経営状況をみると，赤字
事業所の割合は 49.6％であり，半数近くの事業
所が赤字となっている4）。利用率は 68.0％で，
COVID‒19感染拡大初期の利用控えなどによっ
て利用率が低下した 2020年度よりも低い数値
である。また，登録者数も減少傾向にあり，利
用者の確保が経営課題となっている。
　利用者である高齢者の特徴として，低栄養状
態になりやすく，とくに要介護高齢者ではたん
ぱく質・エネルギー低栄養状態（Protein Energy 
Malnutrition：PEM）となることが多い5）。2023
年に厚生労働省によって行われた国民健康・栄
養調査によると，65歳以上の高齢者の低栄養傾
向の者（BMI≦20 kg/m2）の割合は男性 12.2％，
女性 22.4％と報告されている6）。低栄養状態の
持続は，認知機能低下リスクを高める7）ことや，
低栄養の高齢入院患者は，栄養状態が良好な患
者にくらべ，在院日数が長く，入院中死亡率が
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高いとの報告がある8）。
　われわれのこれまでの研究結果から9），通所
介護施設（デイサービス）を利用する高齢者 507
例に対して，MNA®‒SF（Mini Nutri t ional 
Assessment‒Short Form）10）のWebフォームを
用いて評価を行った結果，138例（27.2％）が低
栄養もしくは低栄養のリスクがあることが確認
され，低栄養もしくは低栄養リスクのある利用
者が経口栄養補助食品（ONS）を 6ヵ月間継続
摂取することにより，体重，BMI，握力，ふく
らはぎ周囲長が摂取前と比較して有意に増加
し，入院や入所によるデイサービスの利用中止
率が減少することが明らかとなった。
　そこで本研究では，早期の栄養評価・栄養サ
ポートによるデイサービス利用継続率の向上
が，介護事業者の収益に与える影響について検
討を行った。

Ⅰ　対象と方法

　本研究は，新たな対象者のリクルートを行わ
ず，既報の前向き観察研究のデータおよび公表
されている統計情報を用いた二次分析研究であ
る。本研究では，われわれのこれまでの研究結
果9）と，独立行政法人　福祉医療機構から発行さ
れた公表データ4）から，低栄養またはリスクあ
りのデイサービス利用者に対し，通常の介護を
継続した場合と，通常の介護に加えて ONSに
よる栄養サポートを行った場合の介護事業者の
収益を推計した。推計に使用したデータは表 1
に記した。
　これらのデータをもとに，各群のデイサービ
ス利用者 1人あたりの平均利用期間と平均収益
および入院・入所等でのデイサービス利用中止
による 1施設あたりの損失額を推計した。推計

表 1　推計に使用したデータ

No 項目 データ 引用文献

A 低栄養もしくは低栄養リスクのある利用者の割合 27.2％ 9）
B ONS群の 6ヵ月後の利用中止率 20％ 9）
C 通常介護群の 6ヵ月の利用中止率 40％ 9）
D 1施設あたりの利用登録者数 72.1人 4）
E 通所介護 1人あたりの利用単価 9,475円 4）
F 1人 1ヵ月あたりの利用日数 7日 4）
G 1ヵ月あたりの ONS購入費用 9000円，15,000円＊ 仮定値

＊：1日あたり 300円または 500円の 1ヵ月分

表 2　推計値の算出方法

項目 ONS活用した介護 通常の介護

低栄養もしくは低栄養リスクのある利
用者 1人あたりの平均利用期間＊（月）

低栄養もしくは低栄養リスクのある利
用者 1人あたりの平均収益 E（円）×F（日/月）×X（月）＝α E（円）×F（日/月）×Y（月）＝β

ONS購入費用を事業者負担した際の 1
人あたりの平均収益 α－［G（円）×X（月）］ β

＊： 引用文献 9）の 6ヵ月間の中止率をもとに，継続利用者の割合を累積的に推定した。また，デイサー
ビスの最大利用期間を 60ヵ月（n＝10）と仮定して平均利用期間を算出した。

6×（1－B）×（1－（1－B）n）＝XB 6×（1－C）×（1－（1－C）n）＝YC
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方法は表 2に記した。本研究では文献レビュー
によって得られたデータのみを用いるため，倫
理面の問題は発生しない。

Ⅱ　結　　　果

　低栄養またはリスクありのデイサービス利用
者 1人あたりの平均利用期間は，通常の介護を
継続した場合は 8.9ヵ月，ONSを活用した介護
では 21.4ヵ月と推計された（図 1）。
　低栄養またはリスクありのデイサービス利用
者 1人あたりの平均収益は，通常の介護を継続
した場合は 593,316円，ONSを活用した介護で
は計 1,420,882円で，ONS購入費用（1日あた

り 300円または 500円）を介護事業者が負担し
た場合の平均収益は 1,226,755円，1,098,355円
と推計された（図 2）。

Ⅲ　考　　　察

　本研究では，早期の栄養評価と栄養サポート
がデイサービス利用継続率に与える影響を評価
し，その結果に基づく費用対効果を検討した。
結果として，ONSを活用した介護が，通常の介
護にくらべてデイサービスの利用中止を抑制
し，利用期間を延長させ，介護事業者にとって
経済的な利益をもたらす可能性が示唆された。
　われわれのこれまでの研究結果9）から，低栄

図 1　デイサービス利用者 1人あたりの平均利用期間

図 2　デイサービス利用者 1人あたりの平均収益
＊：介護事業者が ONS費用として利用者 1人あたり 15,000円/月（500円/日）負担した場合
＊＊：介護事業者が ONS費用として利用者 1人あたり 9000円/月（300円/日）負担した場合
＊＊＊：利用者自身が ONS費用を負担した場合
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養または低栄養リスクのあるデイサービス利用
者に対する早期の栄養評価と ONSの使用が，
利用者の体重，ふくらはぎ周囲長および握力の
増加など健康状態を改善するとともに，デイ
サービスの利用継続率を向上させることが確認
された。高齢者の低栄養は，他の素因とともに，
加齢に伴う筋肉量の減少であるサルコペニアや
フレイルにつながる11）。高齢者のサルコペニア
とフレイルの進行は，心血管疾患，慢性呼吸器
疾患，認知症，転倒および骨折など，多くの疾
患のリスクおよび有病率と関連している12）。低
栄養状態の改善により高齢者の健康に与える悪
影響を軽減することは，介護事業者にとっても
持続可能な経営を実現するための重要な要素で
あると考えられる。
　高齢者に対して，低栄養のリスクを早期に発
見し，栄養サポートを実現するためには，簡易
な評価ツールの活用が重要である。MNA®‒SF7）

は食事量や体重増減など 6つの質問から構成さ
れる簡易栄養状態評価表であり，5分程度で
チェック可能である。われわれが行った研究9）

では，MNA®‒SFによる評価に加え，利用者の
嚥下状態・嗜好に関する質問への回答から，少
量高カロリーゼリー（アイソカル®ゼリーハイ
カロリー），少量高カロリー飲料（アイソカル®

100），すっきりテイスト飲料（アイソカル®ク
リア）の 3種類のうち，適切な ONSが推奨さ
れるアルゴリズムを設定したことにより，3ヵ
月後の ONS摂取継続率は 84.2％と高かった。
このように，利用者の状態にあわせた早期の栄
養評価・栄養サポートが，介護の質を向上させ
る鍵となると考えられた。
　75歳以上の高齢者の入院期間は平均45日13），
医療費が約 38,000円/日14）であるとの報告があ
る。われわれのこれまでの研究から，ONSを活
用した介護により 6ヵ月後の入院率が約 10％減
少したという結果が得られており，この結果を
もとに低栄養もしくは低栄養リスクを有するデ
イサービス利用者 100人あたりの医療費削減効
果は半年間で 1710万円［100人×入院 1回あた
りの費用（38,000円/日）×平均入院期間（45日/

人）×入院減少率（10％）］と推計された。デイ
サービス利用者が入所や入院を必要とせず，在
宅での生活を継続できることは，本人や家族の
生活の質の維持に寄与するだけでなく，地域包
括ケアシステムの拡充をめざす日本全体の医
療・介護経済においても大きなメリットをもた
らす可能性がある。
　本研究は，既存データおよび公表統計を用い
た二次分析であり，症例数や利用可能な変数に
制約があるため，多変量解析や傾向スコアマッ
チングなどの高度な交絡因子調整を実施するに
は十分な条件を満たしていなかった。このた
め，交絡の影響を完全に排除することは困難で
あり，結果の解釈には一定の限界がある。今後
は，より多くの症例と詳細な変数情報を収集し
たうえで，これらの手法を用いた検証的な解析
を行うことが望まれる。

結　　　論

　低栄養もしくは低栄養のリスクのあるデイ
サービス利用者に対して，経口栄養補助食品を
活用した栄養サポートによる栄養状態の改善
は，介護事業者および利用者の双方にとって有
益な可能性があると考えられた。
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　　Background: Nearly half of daycare providers in Japan operate at a financial deficit, 
with declining utilization rates being a major concern. Malnutrition is prevalent among 
daycare users and is associated with increased risk of hospitalization or institutionaliza-
tion, leading to early discontinuation of services.
　　Objective: This study aimed to evaluate the economic impact of incorporating oral 
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nutritional supplements（ONS）on the care of daycare users who are malnourished or at 
risk of malnutrition.
　　Methods: A secondary analysis was conducted using data from a previous prospec-
tive observational study and publicly available statistics. We compared estimated service 
duration and revenue per user between two groups: one receiving standard care and the 
other receiving additional ONS‒based nutritional support.
　　Results: The average service duration per user was estimated at 8.9 months in the 
standard care group versus 21.4 months in the ONS group. Estimated revenue per user 
was ¥593,316 in the standard care group, and ¥1,420,882 in the ONS group, respectively. 
Even after accounting for ONS costs, net revenue gains ranged from ¥505,039 to 
¥633,439. Additionally, ONS use was associated with a lower discontinuation rate and
potential reductions in healthcare costs by reducing the number of hospitalizations.
　　Conclusion: Early nutritional assessment and ONS‒based support may improve 
health outcomes and service continuity for daycare users. These findings suggest that 
such interventions could be a cost‒effective strategy for enhancing both user well‒being 
and the financial sustainability of long‒term care providers.
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